
   中野区障害者等職場実習受入れ奨励金支給要綱  

 

 （目的）  

第１条  この要綱は、障害者等の職場における実習の受入れについて

奨励金を支給することにより、当該受入れをする事業主の増加を図

り、もって就労を希望する障害者等の職場における実習を受ける機

会の拡大並びに就労及び職場への定着の促進に資することを目的と

する。  

 （通則）  

第２条  この要綱の規定による前条の奨励金（以下「奨励金」とい

う。）の支給の手続については、この要綱に定めるもののほか、中

野区補助金等交付規則（昭和４０年中野区規則第２９号）に定める

ところによる。  

 （定義）  

第３条  この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各

号に定めるところによる。  

 ⑴  障害者等  次に掲げる者をいう。  

  ア  障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２

３号）第２条第２号に掲げる身体障害者  

  イ  障害者の雇用の促進等に関する法律第２条第４号に掲げる知

的障害者  

  ウ  障害者の雇用の促進等に関する法律第２条第６号に掲げる精

神障害者又は精神障害がある者であって中野区から障害者の日

常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７

年法律第１２３号）第５２条第１項に規定する支給認定を受け

たもの  

  エ  アからウまでに掲げるもののほか、中野区長（以下「区長」



という。）が特に認める者  

 ⑵  実習生  次のいずれかに該当する者で中野区障害者雇用促進事

業実施要綱（２００３年中野区要綱第６８号。以下「雇用促進事

業要綱」という。）第３条第２項に規定する登録を受けた者をい

う。  

  ア  中野区内に住所を有する障害者等  

  イ  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律第１９条第３項の規定により中野区から同条第１項に規定す

る支給決定を受けた者  

 （奨励金の支給の対象者）  

第４条  奨励金の支給の対象となる者（以下「支給対象者」とい

う。）は、次に掲げる全ての要件を満たす事業主とする。  

 ⑴  雇用促進事業要綱第６条の規定による委託を受けた者から雇用

促進事業要綱第４条第１号エの職場実習支援に係る実習生の受入

れ（以下「受入れ」という。）について依頼を受け、当該受入れ

をしたこと。  

 ⑵  受入れの時間が１日当たり３時間以上であること。  

 （奨励金の額）  

第５条  奨励金の額は、実習生１人につき１日当たり４，０００円と

し、第８条に規定する支給決定の日の属する年度において支給対象

者１人につき８０，０００円を限度とする。  

 （奨励金の支給の申請）  

第６条  奨励金の支給を受けようとする支給対象者は、受入れの終了

後、速やかに、中野区障害者等職場実習受入れ奨励金支給申請書

（第１号様式）に次に掲げる書類を添えて区長に申請しなければな

らない。  

 ⑴  出勤簿の写し等受入れの実施の状況が確認できる書類  



 ⑵  前号に掲げるもののほか、区長が必要と認める書類  

 （奨励金の支給の決定等）  

第７条  区長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を

審査し、奨励金を支給することを決定したときは、中野区障害者等

職場実習受入れ奨励金支給決定通知書（第２号様式）により当該申

請をした者に通知する。  

２  区長は、前項に規定する審査により奨励金を支給しないことを決

定したときは、中野区障害者等職場実習受入れ奨励金支給申請却下

通知書（第３号様式）により前条の規定による申請をした者に通知

する。  

 （奨励金の支払の請求）  

第８条  前条第１項に規定する決定（以下「支給決定」という。）を

受けた者（以下「受給者」という。）は、区長に奨励金の支払を請

求することができる。  

 （支給決定の取消し等）  

第９条  区長は、受給者が偽りその他不正の手段により支給決定を受

けたときは、支給決定の全部又は一部を取り消すことができる。  

２  前項の規定による取消しをした場合において、当該取消しに係る

部分に関し既に奨励金が支払われているときは、区長は、期限を定

めてその返還を命ずるものとする。  

 （補則）  

第１０条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定め

る。  

   附  則  

 この要綱は、２０２３年４月１日から施行する。  


